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1. はじめに 

コンクリート構造物に対する劣化事例が数多く報

告されており，社会的問題となっている．劣化要因

の一つである塩害や中性化への対策としては，コン

クリート組織を緻密化し，外部からの劣化因子の侵

入を抑制することが挙げられる．また，放射性廃棄

物の処分における人工バリア等においても高緻密な

セメント系材料が要求されており，低熱ポルトラン

ドセメントとフライアッシュを混合した（以下，

LPC-FA 系）セメント材料 1)が着目されている．当研

究では，LPC-FA 系コンクリートの物質透過性評価に

資する基礎データを得るため，4 プローブ法による電

気抵抗率の測定，電気抵抗率から算出した推計拡散

係数の取得，電気泳動による実効拡散試験を行った． 

2. 試験概要 

2.1. 供試体概要 

LPC-FA系コンクリートの示方配合を表-1に示す．

W/B を 40 %，50 %，60 %の配合を基にして，空気量

を 2.5 %，5.0 %，7.5 %に調整し，合計 9 ケースの配

合により φ100×200 mm の円柱供試体を作製した．そ

の後，水中養生（20℃，水道水）を 1 年間行った． 

2.2. 4 プローブ法による電気抵抗率の測定 

4 プローブ法の測定概念図を図-1に示す．4 プロー

ブ法は，等しい間隔 a で並んだ 4 つの電極を測定対

象面に押し当て，外側の電流電極から交流電極を印

加し，測定対象に流した交流電流 I と電位差電極間

の電位差 V の測定値と式(1)を用いて見掛けの電気

抵抗率 ρapp求める方法である． 

 

𝜌𝑎𝑝𝑝 = 2𝜋𝑎 ∙
𝑉

𝐼
   (1) 

 

ここで測定した電気抵抗率を見掛けの電気抵抗率

ρappと呼称したのは，今回の実験のように測定対象が

電極間隔と比較して相対的に小さく，半無限体と見

なせない場合には，電極間隔，供試体寸法によって

セル定数が変化し，真の電気抵抗率と異なる結果が

得られるためである．本実験では，W/B = 75 %で空

気量 5.0 %の供試体は円柱・φ100×200 mm であるので，

供試体の側面部に電極を設置した．その他の供試体

は φ100×200 mm のものを切断加工した円柱・

φ100×50 mm であるので，供試体の上面部（円形部分）

に電極を設置した．そのため，W. Morris ら 2)によっ

て検討された，円柱供試体に対して４プローブ法を

用いた測定を行う際の補正係数や杉本らの既報 3)を

参考に，円柱供試体の寸法や測定位置に応じて補正

係数を算出した．W/B= 75 %で空気量 5.0 %の供試体

では補正係数を 1.6，その他の供試体では補正係数を

2.2 とし，4 プローブ法から得られた電気抵抗から真

の電気抵抗率を算出している．なお，測定値は円柱

供試体 4 か所を測定した平均値を用いた． 

2.3. 空隙率およびコンクリート中のイオン濃度 

重量差法によって供試体の空隙率を測定した．空

隙水中の各種イオン濃度は，イオンクロマトグラフ

法にて定量した Na
+，K

+，Cl
-，SO4

2-と，溶解度積およ

び電気的中性条件より算出した Ca
2+，OH

-に着目した． 

図-1 4 プローブ法概念図 

ここで， LPC:低熱ポルトランドセメント FA:フライアッシュ LS:石灰石微粉末 SP:高性能 AE 減水剤 AS:空気量調整剤  

表-1 示方配合表 
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2.4. 電気抵抗率と塩化物イオン拡散係数の関係式 

 既往の研究 4)に準じて，電気抵抗率と塩化物イオ

ン拡散係数の関係は式(2)のようになる． 

𝐷𝐶𝑙 =
1

𝜌
∙

𝑘 ∙ 𝑇 ∙ (1 − ln10 × 𝐶𝐶𝑙 ∙
0.51 ∙ 𝑍𝐶𝑙

4

4√𝐼  ∙ ( 1 + √𝐼 )
2)

𝐹 ∙ 𝑒 ∙ ∑ (𝑍𝑛
2 ∙

𝐵𝑛

𝐵𝐶𝑙
∙ 𝐶𝑛)𝑛

 (2) 

2.5. 塩化物イオンの実効拡散係数 

 電気泳動試験では JSCE-G571-2013 に準拠し，De

を算出した．なお，供試体の寸法は φ 100×50 mm と

した． 

3. 結果と考察 

 図-2 に真の電気抵抗率と各配合における空隙率の

関係を示す．図-2より，空隙率の増加に伴って電気

抵抗率が小さくなる傾向が見られた．このことから，

電気抵抗率は組織の緻密度によって影響を受けるこ

とが考えられる．また，低 W/B の配合ほど空隙率は

小さくなっている傾向が得られ，空隙率に対しては

フレッシュ時の空気量よりもW/Bの影響が支配的で

あることがわかる． 

皆川ら 4)によって研究された普通ポルトランドセ

メントを使用したセメントコンクリートにおいて測

定した例では，電気抵抗率は 50〜400  m であるの

に対し，当実験で測定した電気抵抗率は 600〜1200 

m 程度と，大きく上回る結果となった．これは，

結合材として低熱ポルトランドセメント，混和材と

してポゾラン反応を有するフライアッシュを使用し，

一年間の水中養生を行ったことによって，セメント

ペースト部や骨材界面の組織が緻密化し，交流電場

において電流の媒体となるイオンの移動が妨げられ

たことが理由として考えられる．また AASHTO 

Designation:TP-11 で判断される当実験での LPC-FA

系コンクリートの塩分浸透性は「Very low」あるいは

「Negligible」相当であった．ここでは，AASHTO 

Designation:TP-11 の値は前述と同様に電極間隔や供

試体寸法等に応じて真の電気抵抗率に補正したもの

を用いている． 

 図-3 に DCl，De と空隙率の関係を示す．De は 0.1

〜0.5×10
-12

 m
2
 s

-1程度と小さくなる結果となった．ま

た，DClは 1.0〜3.0×10
-12

 m
2
 s

-1程度となり，Deに比べ

て 10 倍程度大きくなった．塩水浸漬前の DCl は De

に比べ，大きく算出される傾向があり 3)，当実験も

それに準ずる結果となっている．DCl と De の差異の

原因としては次のような考察をした．電気泳動試験

では直流電流を印加して測定対象物である塩化物イ

オンを移動させているのに対し，４プローブ法では

交流電流を印加して系内の各種イオンを振動させて

おり，拡散や直流電流による電気泳動での塩化物イ

オンの移動経路よりも小さい空隙のイオン移動も評

価対象に含まれる可能性が考えられる．そのため，

拡散係数が大きく評価されたと推察されるが，この

点に関しては今後も明らかにしていく必要がある． 

4. まとめ 

 当実験により LPC-FA 系コンクリートにおいて以

下の特性が示された． 

(1) 電気抵抗率は 600～1200 m 程度と高い結果と

なり，AASHTO Designation:TP-11 で判断される

塩分浸透性は「Very low」あるいは「Negligible」

相当であった． 

(2) 電気泳動試験による実効拡散係数は 0.1〜

0.5×10
-12

 m
2
 s

-1程度の結果となり，推計拡散係数

よりも 10 倍程度小さくなった． 
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図-2 電気抵抗率と空隙率の関係 

図-3 DClと Deの測定結果 
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